〈消費税廃止各界連絡会〉２０１２年１2月版　総選挙後バージョン（案）
＊アレンジしてお使いください。

●こちらは消費税増税に反対する各界連絡会です。
●総選挙で国民は、消費税増税法を強行した民主党政権へ厳しい審判を下しました。新しい内閣が作られますが、これからが本番です。多くの国民が消費税増税に不安を持っています。くらしや社会保障を大切にという庶民の声に応える政治を行わせるために、ご一緒にしっかり監視していきましょう。
●安部晋三自民党総裁は選挙期間中、テレビ討論などで「消費税増税は来年４～６月のＧＤＰを見て判断する」「景気回復、デフレ脱却の責任を果たしたい」と景気回復優先を表明しました。また、「デフレ傾向がさらに強まっていくようであれば（増税は）できない」とも明言しました。

●暮らしと経済の状況を見れば、増税が許されるような現状ではありません。長期の不況で収入が減り、負担ばかりが増え、本当に大変です。この上、消費税大増税が実施されれば、地域の中小業者は廃業に追い込まれ、そこに働く人々は職を失います。そのうえ社会保障は憲法25条を投げ捨て、自己責任といってどんどん改悪する計画では、命まで脅かされます。いま必要なのは、長引く不況で冷え切った庶民のふところを直接温め、被災地で苦しんでいるみなさんや、失業・就職難で苦しんでいる人が安心して暮らせる社会をつくることです。

●いまの日本の税制はデタラメです。庶民には財政が破たんするといって消費税増税を押し付ける、一方で大金持ちには、減税するという理不尽な制度がまかり通っています。増税しても使えるお金が増えなければ税収は増えません。そもそも税金は、所得に応じて支払うという応能負担の原則が憲法で決められています。しかし、このさかさまを是正すれば、増税しなくても財源は十分にあります。
●消費税の増税に固執する大企業は、輸出戻し税制度で大儲けをしています。そして、正社員をリストラして非正規雇用に置き換え、消費税の負担をさらに減らし、自分だけが利益を得ようとしています。労働者の平均賃金が下がり続けている一方、大企業の内部留保は史上最高の２６６兆円に上っています。多額のお金を貯めこむ大企業、あらゆる税で優遇を受けている富裕層にこそ応分の負担を求めるべきです。

●税金の使い方ではどうでしょうか。東日本大震災の復興予算が被災地再生に使われず他の事業に充てられていることが大問題になりました。国民の血税が共産党以外の政党に助成金として３２０億円も支払われています。米軍の駐留関係経費は６５００億円と巨額です。ムダを見直し、被災地や社会保障関係費など必要なところに回せば、増税しなくても財源はあります。

●消費税を増税すれば、ますます景気が悪くなり、国の税収は増えず、ますます財政悪化に拍車がかかります。国民の暮らしも国の財政も再起不能に追い込む消費税増税は絶対にやめさせましょう。私たちは「増税中止を求める」国会請願署名を集めています。あなたの「増税はやめてほしい」の声を署名に託してください。ご協力お願いします。
